
パートナーシップ宣誓制度を利用している方が住所を異動（転入・転出）する場合に生じる負担の
軽減を図るため、木城町と宮崎市との間で連携協定を締結することにより、その手続きを簡素化する
ことができるようになりました。
　なお、令和３年４月１日以降の住所異動が対象となります。

パートナーシップ宣誓制度における
連携協定を宮崎市と締結しました
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　パートナーシップ宣誓制度を利用されている方が転入・転出する場合、通常は転出元自治
体への宣誓証明書の返還等の手続を行い、改めて必要書類等を揃え、転出先自治体で宣誓を
行う必要があります。
自治体間連携の開始により、今後、協定を締結している自治体に転居する場合は、転出先
自治体への宣誓を必要とせず、提出書類を一部省略することができるようになりました。加
えて、この連携制度を利用される方が安心してご利用いただけるよう、両自治体の担当職員
間も連携を取り合い、転出先における制度の説明や転出先担当職員の紹介等も行います。

【自治体間連携の概要】

制度の詳細等につきましては、下記までお問合せいただくか町ホームページ内「性的少数者支援」をご覧ください。

総務財政課 総務係　TEL：32-4725

●自治体間連携前
【連携イメージ図】

①「宣誓証明書」等の
　返還手続き

①「宣誓証明書」等の返還及び
　宣誓情報引継ぎ申出手続き

④転入後のお二人分の住民票
　写しを提出（来庁はお一人でOK）

④「宣誓証明書」等を交付

③宣誓情報を引き継ぎ（申出書の写しを送付）

②転出先の制度説明・転出先担当
　職員を紹介

②お二人揃っての宣誓手続き
（宣誓書・戸籍・住民票写しの
提出も必要）

③「宣誓証明書」等を交付

※「宣誓証明書」は自治体によって名称や内容が異なります。
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問い合わせ先

　新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、感染者や医療従事者の方等に対する誹謗中傷や差別的扱いが全
国的に深刻な問題となっています。また、他にも部落差別、女性、高齢者、障がいのある人、性的少数者、
在住外国人などに対する偏見や差別があり、私たちの生活を暮らしにくくしています。
　このため木城町は、すべての人が個人として尊重され差別的な扱いや言動又は暴力的行為を受けること
のない明るく住みよい地域社会を目指し、「木城町多様性を認め合い他者を思いやる差別のない社会を推
進する条例」を制定しました。

『木城町多様性を認め合い他者を思いやる
差別のない社会を推進する条例』を制定しました

条例の詳細等につきましては、下記までお問合せいただくか町ホームページ内「人権啓発」をご覧ください。

総務財政課 総務係　TEL：32-4725問い合わせ先

条例概要

目 的 多様性を認め合い他者を思いやる差別のない社会を実現すること。

基 本 理 念 日本国憲法と世界人権宣言の理念にのっとり、多様性の理解増進と人権意識の
高揚を図ります。

町 の 責 務 多様性の理解増進及び人権意識の高揚に関する施策を実施します。

町 民 の 責 務 多様性に関する理解を深め、互いに思いやりの心を持ち、差別及び差別を助長
する行為をしないよう努めます。

教 育 の 責 務 社会教育その他のあらゆる教育及び保育に携わる者は、多様性を認め合い他者を
思いやる心の形成に配慮した教育を行うよう努めます。

権利侵害の禁止

いかなる人もあらゆる場面において、次の行為をしてはなりません。
①これまで公にしていなかった自らの性的指向又は性自認を表明すること（カミ
ングアウト）を強制し、又は禁止すること。

②本人の了解を得ずに他の人に公にしていない性的指向又は性自認のことを
暴露すること。【アウティング】

③特定の国の出身者又はその子孫である人々を誹謗中傷し、日本社会から排除
しようとする差別的言動【ヘイトスピーチ】

④感染症に感染したこと又は感染したおそれがあること等を理由として、感染
症の患者及びその家族並びに医療従事者及びその家族のプライバシーを侵害
すること。

⑤感染症に感染したこと又は感染したおそれがあること、感染症の感染を防止
するための対策を適切に講じていないおそれがあること等を理由として、イン
ターネット等による誹謗中傷又は差別的な扱いや言動をすること。

⑥上述のほか、人種、国籍、民族、信条、年齢、性別、性的指向、性自認、出身、
障害、疾病その他の事由を理由とする差別的な扱いや言動又は暴力的行為。

施 策 の 実 施
①多様性及び人権に関する広報及び啓発を行います。
②多様性及び人権に関する相談に関係機関と連携し的確に応じます。
③町が実施する事務事業において、多様性及び人権に配慮します。


